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学生の確保の見通し等を記載した書類 

 

（１）新設組織の概要 

 ①新設組織の概要（名称、入学定員（編入学定員）、収容定員、所在地） 

新設組織 入学定員 編入学定員 収容定員 所在地 

金沢学院大学 

経済学部経済情報学科 

40 なし 160 石川県金沢市 

末町 10 の 5 番地 

 
 ②新設組織の特色 

 本学科は、経済学・経営学の理論的素養と、AI社会の基盤となるデータサイエンスの実

践スキルを兼ね備え、組織の DX（デジタルトランスフォーメーション）を牽引できる人材

を養成することを目的とする。最新のデータ分析手法や AI（人工知能）に代表される IT

スキルを経済・経営理論と融合させることで、複雑化する地域経済や企業経営の諸課題に

対し、実践的な知性と情報技術を駆使して最適解を導き出し、地域社会の未来を創造的に

切り拓くことができる能力を育成する。授与する学位は「学士（経済情報学）」とし、学

位の分野は、社会科学的な知見と情報技術の融合を反映し、「経済学関係」および「工学

関係」の両分野にまたがるものとして設定している。 

  
 本学科の設置は、経済学部の既存 2学科（経済学科・経営学科）との密接な連携のもと

で行われる組織改編の一環であり、経済学部全体の入学定員 230名を維持しつつ、学部内

での定員振替により、既存組織の再編を行うものである。具体的には、令和 9年 4月より

経済学科の入学定員を 140名から 95名へと 45名減じ、経営学科を 90名から 95名へと変

更したうえで、新たに経済情報学科（入学定員 40名）を設置する。 

これにより、伝統的な経済分析を担う「経済学科」、組織運営と価値創造を担う「経営

学科」に加え、データと ITを駆使する「経済情報学科」を配することで、現代社会の多

様なニーズに応える広範かつ専門的な教育研究体制を構築する。本学科の設置により、情

報化が進展する現代社会の構造を理論的に理解し、エビデンスベースの意思決定ができる

人材を地域社会へ送り出すことで、既存学科とともに地域経済の活性化に寄与することを

目指している。 

 

既設組織 入学定員 編入学定員 収容定員 所在地 

経済学部経済学科 95 

（140 名より 45 名減） 

5 390 石川県金沢市 

末町 10 の 5 番

地 経済学部経営学科 95 

（90 名より 5 名増） 

5 390 
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（２）人材需要の社会的な動向等 
 ①新設組織で養成する人材の全国的、地域的、社会的動向の分析 

 我が国は、2040年に向けて少子高齢化や生産年齢人口の減少が深刻化する一方、AI

（人工知能）の実装やデジタル技術が目まぐるしく発展する「非連続的」な変化の時代に

突入している。令和 8年 2月に公表された文部科学省「高校教育改革に関する基本方針

（グランドデザイン）」によれば、2040年の労働力需給ギャップの推計として、従来の事

務職などは余剰となる一方で、労働生産性を高める AIやロボットの活用を担う人材や、

理数・デジタル的な素養を持つ人材が大幅に不足することが指摘されている。このような

社会背景から、これからの人材には、数学的思考力を含む基礎的な知識に加え、数理・デ

ータサイエンスに関する能力を基盤的なリテラシーとして文理横断的に身に付けることが

不可欠となっている。本学科が養成を目指す「経済・経営の理論とデータサイエンスの知

見を融合させ、組織の DX（デジタルトランスフォーメーション）を主導できる人材」は、

まさに国家的な課題である労働力不足を解決し、産業構造の転換を支える人材として、全

国的に極めて高い需要が存在すると言える。 

全国的な動向として学校基本調査における「関係学科別大学入学状況」（資料 1 全国的

な志願者数、入学者数の推移）の「修業年限 4年の大学」に関するデータを抜粋したもの

によると、私立大学全体として志願者は令和 3年度の 369万人から令和 7年度には 379万

人へと 1.03 倍にやや増加している。その中でも、社会科学関係の学科は令和 3年度の 141

万人から令和 7年度には 147万人へと 1.04倍に増加している。また、工学関係の学科は

令和 3年度の 70 万人から令和 7年度の 78万人へと 1.11倍増加している。これは入学者

についても同様の傾向が見られ、私立大学全体に比して、社会科学及び工学関係の学科は

増加率が高い分野であることがわかる。 

同様に、全国的な志願者数、入学者数の動向に関するものとして、日本私立学校振興・

共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」における主な学部別の志願者・入学者

動向（大学）のデータ（資料 1 全国的な志願者数、入学者数の推移）によると、私立大

学全体として志願者数が令和 7年度は令和 3年度の 1.03倍となる中で、社会科学系学部

の志願者数は 1.06倍、経済学部の志願者数は 1.08倍と堅調である。一方、理・工学系学

部や情報工学部の志願者数及び入学者は横ばいの状態であるが、社会科学系の情報学部は

志願者が 1.61倍、入学者が 1.79 倍と非常に高い増加率を示している。これより、全国的

な需要としては、純粋な理・工学系よりも、社会科学系でありながら理・工学系の学びの

できる学部について強い増加傾向が見られることがわかる。 

本学が位置する石川県の経済・経営系学部においても、学生の確保は安定している。令

和 7年度における近隣の競合他大学の状況（資料 2 石川県における経済・経営系学部・

学科の入学志願状況）を見ると、金沢星稜大学経済学部経済学科が定員充足率 131.4%、経

営学科が 130.4%、金沢工業大学情報デザイン学部経営情報学科が 113.4%、北陸大学経済

経営学部マネジメント学科が 121.9%となっており、地域における社会科学系学問への進学
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ニーズは非常に高い水準を維持している。 

以上の通り、経済学・経営学の素養とデータサイエンスの実践スキルを兼ね備えた本学

科の養成人材は、理数・デジタル系人材の不足という全国的な社会的要請に合致してお

り、全国および地域内の安定した進学ニーズがあることから、将来にわたって安定した高

い需要が見込まれると考えられる。  

（資料 1 全国的な志願者数、入学者の推移） 

 （資料 2 石川県における経済・経営系学部・学科の入学志願状況） 

 

 ②中長期的な 18歳人口等入学対象人口の全国的、地域的動向の分析 

 文部科学省の「参考データ集」（令和 6年 3月）によると、我が国の 18歳人口は、昭和

41年の約 249万人をピークに減少に転じ、2005年には約 137万人、令和 5年には約 110

万人まで減少している。文部科学省の将来推計によれば、18歳人口は 2035 年には初めて

100 万人を割り込んで約 96 万人となり、本学科の設置後 10年を超える 2040年には約 82

万人にまで減少すると予測されている。一方で、高等教育機関への進学率は概ね上昇を続

けており、令和 5年には大学のみで 57.7％、全体で 84.0％に達している。特に女性の大

学進学率の上昇幅が大きく、昭和 50年と比較して大学入学者数は約 20万人増加してい

る。この進学率の上昇により、大学入学者の総数は 18歳人口の減少幅に比べれば緩やか

な減少にとどまり、2022年の約 64万人から 2040年には約 51万人（約 20％減）になると

見込まれている。 

 本学が所在する石川県を含む北陸 3県の 18歳人口動向は、全国平均よりも厳しい状況

にあり、2021年度を基準とした 2034 年の 18歳人口予測推移によると、全国の減少率

13.5％に対し、石川県は 18.7％、富山県は 23.2％、福井県は 17.7％の減少が予測されて

いる。しかし、大学進学時の人口移動に注目すると、石川県は全国的に見て極めて稀少な

「流入超過」の県であるという大きな特色を持っている。大学進学時に県外からの入学者

数が県外への進学者数を上回る「流入超過」となっているのは、全国でわずか 9都府県

（東京都、京都府、大阪府、愛知県、福岡県、神奈川県、宮城県、石川県、滋賀県）に限

られている。これは、石川県が古くから学都として教育機関が集積し、県外の受験生にと

っても魅力的な進学先として強く認識されていることを裏付けている。 

 以上の動向を踏まえ、本学科では以下の戦略により定員の充足を図る。 

「流入超過県」である石川県の高い集客力を活かし、北陸 3県はもとより、安定した流

入が期待できる近隣の新潟県や長野県、さらには全国を視野に入れた広域的な募集戦略を

展開する。また、大学進学率の上昇が著しい女性志願者の積極的な確保や、社会人・留学

生の受け入れ拡大を視野に入れ、多様な入学対象者へのアプローチを検討する。さらに、

全国的に需要が高まっている「理数・デジタル素養を持つ人材」を養成する文理融合型の

教育内容を訴求することで、人口減少下においても強い進学意欲を持つ層を確実に獲得す

る。 
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これらの施策と石川県という立地の優位性を最大限に活用することで、18歳人口が減少

する環境下においても、入学定員 40名を安定的に確保することは十分に可能であると判

断する。 

 

 ③新設組織の主な学生募集地域 

 本学科の主な学生募集地域は、本学が所在する石川県を中心に、富山県、福井県の北陸

3県、および隣接する新潟県、長野県を加えた「北信越 5県」を設定している。 

 文部科学省の「学校基本調査（令和 7年度）」のうち「出身高校の所在地県別入学者

数」によると、石川県内の私立大学への入学者数（4,165 人）のうち、上位 5県（石川、

富山、福井、新潟、長野）で 3,309人を占め、全体の約 79％に達している。このデータ

は、本学科が設定した募集地域が、石川県の私立大学にとって極めて実効性の高い市場で

あることを裏付けている。 

 また、本学経済学部の令和 8年度の入学者構成比でも、上位 5件で約 76％（石川県

42.7％、富山県 17.6％、新潟県 7.6％、長野県 4.6％、福井県 3.4％）を占めており、上

記募集地域の設定は現状の募集実績と合致している。他大学の入学者構成比をみると、社

会科学系の金沢星稜大学の経済学部は石川県と富山県で全体の 95％を占めており、さらに

理・工学系の金沢工業大学では新潟県と長野県の占める割合が全体の 20％を占めているこ

とから、本学の経済情報学科の文理融合の学びに関心を持つ受験生層が石川県、富山県に

加えて、新潟県、長野県にも多く存在することがわかる。 

 以上の通り、本学科の主な学生募集地域の設定は、過去の実績よりも高い妥当性が認め

られる。 

 （別紙 1 新設組織が置かれる都道府県への入学状況） 

 （資料 3 地域別経済学部への入学者数） 

 

 ④既設組織の定員充足の状況 

本学の過去 5年間の入学志願状況については、学科ごとに見ると 5年間の入学定員充足

率の平均が情報工学科を除くすべての学科において 94%から 118％となっており、年によ

ってバラつきはあるものの、安定して入学者を獲得できている。 

今般の申請に関わる既設組織である経済学部について、まず、経済学科は、過去 5年間

において入学者数は安定している。令和 3年度～令和 5年度は、志願者（実人数）が 3年

連続 370人を超えており、令和 5年度は入学定員 110名に対し 140名が入学し、充足率

1.27（127%）という極めて高い数値を記録したことから、地域における経済学への関心の

高さが伺えた。令和 6年度は、能登半島地震の影響に加えて、入学定員を 110名から 160

名に増やしたこともあり、令和 6年度及び令和 7年度は入学定員を満たす入学生を獲得で

きなかった。しかしながら、令和 8年度には、入学者が 141名と回復し、志願者（実人

数）は例年並みだったものの志願者（延べ人数）が過去最高となっていることから、本学
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科を第一志望とする生徒が増えていることがわかる。 

入学選抜別にみると、入学者の増加が著しいのが総合型選抜である、令和 3年度より一

貫して右肩上がりで増加しており、特筆すべきは入学率の高さで、合格者のほぼ全員が入

学に至っている。学校推薦型選抜は、年度により増減があるものの、安定して入学者を獲

得できており、地域の信頼関係を基に募集基盤として機能している。一般選抜について

は、志願者数と入学者数が比例関係にあり、一般選抜における志願者を多く獲得すること

で来年度以降も増加傾向を維持できると見込める。共通テスト利用入試は、令和 7年度か

ら令和 8年度への伸びが顕著で、全国的な受験生層に本学科の認知度が向上しており、主

要な入学者確保のルートとしての可能性を秘めている。今後の戦略としては、安定した基

盤である学校推薦型選抜に加えて、成長枠である総合型選抜と共通テスト利用入試を確実

に増やしていくことと、さらに一般選抜の志願者数で母数をできるだけ多く獲得すること

で、経済学科における入学者数は充足の見込みが高くなると考える。 

また、経営学科の過去 5ヵ年の入学志願状況は、経済学科同様、一旦令和 6年度に落ち

込んでいるものの、その他の年度については、入学定員充足率が 120％を上回る状況が続

いており、志願者数も令和 7年度の 208名から令和 8年度の 281名へと大幅に増加してい

る。これらより、地域における経営学科へのニーズは、経済学科に比べても大きく、今

般、経済情報学科の新設と合わせて、入学定員を 5名増加することは妥当と考える。 

以上のように既設の経済学部における入学志願状況によると、令和 6年度での志願者及

び入学者の落ち込みを除けば、令和 7年度から令和 8年度にかけて、志願者と入学者の伸

びは一目瞭然である。これは、これまで幾度となく改組を繰り返し、変化を遂げてきた経

済学部が地域に根付き地域から期待される教育機関としての評価が定着した結果だと考え

られる。そのため、経済学部経済学科および経営学科の 2学科体制に、社会的背景より必

要性が裏付けられている経済情報学科を加えた 3学科に改組し、それぞれ経済学科（入学

定員 95名）、経営学科（入学定員 95名）、経済情報学科（入学定員 40名）としたのち

も、この傾向は続くものと考えられる。 

（資料 4 金沢学院大学学科別 過去 5ヵ年の入学志願状況） 

（別紙 2の 1 既設学科等の収容定員の充足状況） 

（別紙 2の 2-1 既設学科等の入学定員の充足状況（直近 5年間） 

 

一方、令和 6年 4月に設置した情報工学部情報工学科、短期大学食物栄養学科及び幼児

教育学科が収容定員充足率で 0.7 倍を下回る結果となった。  

情報工学部情報工学科は、令和 6年度に理工系の人材不足を解消すべく時代の要請に応

じ、コンピュータや情報ネットワークの仕組みを理解したうえで、AIなどの情報技術を駆

使し、社会において DXを推進できる人材を養成する、本学初の理工系学部として新設さ

れた。 認可申請時のアンケートでは、本学を受験し合格した場合に進学を希望すると回

答した者は 353人に上ったが、2024 年 1月に発生した能登半島地震の影響等により競合校
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が例年より多くの合格者を出したこと、さらに経済的な理由から併願を検討していた学生

が実績のない新設学部への進学を控える動きが見られるなど、複数の要因が重なり、初年

度の入学者は 36 名にとどまった。 令和 6年度の入試結果を受け、DXハイスクールの取組

を進めている高校等への積極的な訪問や、情報工学部の教員による出前授業の実施など、

情報教育のサポートを展開した結果、令和 7年度には入学者が 55名、令和 8年度は入学

者が 58名に増加し、一定の改善が見られた。しかし、増加傾向にはあるものの、依然と

して厳しい状況にあることに変わりはなく、今後も DXハイスクールとの連携を継続し、

今年度ゼミ活動が始まった一期生の在学生が本学での学びや研究活動を後輩に発信してい

くことにより、入学希望者の増加につなげることを目指し、学生募集に一層注力していく

所存である。  

 

表１ 情報工学科における志願者・入学者の推移 

 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

入学定員（人） 100 100 100 

志願者数（人） 153 194 205 

入学者数（人） 36 55 58 

収容定員充足率 0.36 0.43 0.47 

 

短期大学食物栄養学科においては、平成 17年の開設以来、高齢化社会に対応し、健康

の保持・増進に貢献できる栄養の専門家を多数育成してきた。平成 28年に入学定員を 80

名から 60名へと変更して以降、年度によって定員未充足となることはあったが、同年に

設置された大学の健康栄養学科（現・栄養学部栄養学科）と連携しながら学生募集を進め

た結果、令和 5年度までは一定の充足率を維持していた。しかし、全国的な少子化と短期

大学離れの流れには抗しきれず、令和 6年度大幅な定員割れが生じ、昨年収容定員充足率

が 0.7を下回る結果となった。今年度は、「栄養士免許＋α」の入門プログラムが始ま

り、カフェやスイーツ、アスリート支援など、自分の思い描く分野の基本的な知識やスキ

ルの修得ができるようになった。このプログラムを含め学生募集に励んだ結果、昨年度の

約 1.7倍の志願者を獲得した。 

石川県内には、本短期大学以外に栄養系の学科を有する短期大学はなく、高齢化が今後

さらに進行する地域社会においては、栄養士の養成に対する一定の需要が今後も見込まれ

る。こうした状況を踏まえ、地域社会の要請に応えつつ、学生一人一人の希望に寄り添い

ながら、より効果的な学生募集に取り組んでいきたい。  
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表 2 食物栄養学科における志願者・入学者の推移 

 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

入学定員(人) 60 60 60 60 60 

志願者数(人) 149 107 59 38 64 

入学者数(人） 65 72 41 30 41 

収容定員充足率 0.88 1.13 0.95 0.59 0.62 

 

幼児教育学科においては、平成 30年の設置以降、保育士資格取得を卒業要件とし、併

せて幼稚園教諭二種免許状を取得できるカリキュラムのもと学生募集を展開し、幼児教育

学科が掲げたこれらの特色をオープンキャンパスなどの活動を通じて PRしてきた。令和 4

年度は定員充足率 0.7 を上回っていたが、令和 5年度以降入学者が減少し、定員充足率

は、0.7 付近を下回る状態が続いているのが実情である。 今年度は令和 4年度を超える志

願者を獲得したものの、入学するまでに至らなかった。 

短期大学の志願者減少は全国的な傾向であり、北陸 3県における幼児教育課程を持 

つ私立短期大学でも、定員割れや定員削減の動きが顕著となっている。一方で、今後ます

ます厳しさを増す経済状況や共働き世帯の増加といった社会環境を考慮すれば、幼稚園教

諭および保育士を育成する保育者養成施設の役割は、より重要になると考えられる。この

ような状況を踏まえ、定員の見直しも視野に入れつつ、引き続き大学教育学部教育学科の

保育者養成課程との連携を一層強化し、他大学との差別化を図るとともに積極的な学生募

集活動を展開することで、定員充足の実現を目指していきたい。  

 

表 3 幼児教育学科における志願者・入学者の推移 

 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

入学定員（人） 50 50 50 50 50 

志願者（人） 60 36 39 32 62 

入学者（人） 38 30 36 29 33 

収容定員充足率 0.83 0.68 0.64 0.63 0.62 

 

 

（３）学生確保の見通し等 

 ①学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

 ア 既設組織における取組とその目標 

令和 2年 4月に設置した経済学部及び経済情報学部では、入学時点でその学科名により

学科での学びの専門性が明確な複数学科を設置し、かつ、各学科においてはその専門性を

担保しつつ、他学科の学びを一部共有する教育課程を相互におくことにより、１年次に複

数の学問領域の基礎を横断的に学び、2年次以降に本来の専門分野を段階的に深化させる
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こととした。これにより、複数の学問領域の基礎分野を横断的に学ぶと同時に、自らの専

門分野を十分に深く学ぶことが可能となっていた。令和 6年に本学初の理工系学部である

情報工学部の開設と同時に、経済情報学部の学生募集を停止し、翌年には経済学部経済学

科のなかに専攻として経済情報学専攻を配置した。情報工学部の学生募集は厳しい状況が

続いているが、社会科学系の経済情報学専攻の学生募集は堅調であった。 

経済学部の入学志願状況においては、令和 4年度と 5年度においては、入学定員を超え

る入学者を迎えていた。しかし、改組を行った令和 6年度には学生募集を停止した経済情

報学部の入学定員 70 名を経済学部に振り替えたものの前年度末に起きた能登半島地震の

影響もあり、志願者数・入学者数ともに急激に落ち込んだ。その後、令和 7年度に経済学

科・経営学科において、学びの内容や卒業後の目標を明確にするため、それぞれ理論・政

策分析専攻、現代経済専攻及び経済情報学専攻、戦略・マーケティング専攻、アントレプ

レナーシップ専攻、簿記会計専攻に分けると、志願者数・入学者数は順調な伸びを見せ

た。これらの改革には、積極的に高校訪問や説明会を実施して本学の学びについて知って

もらうことが必須である。地方私立大学にあっては、石川県内、富山県内の地元高校との

良好な関係を維持し入学定員の確保を図っていくことが、地域の高等教育機関として今後

生き残るための方策である。今後も、学科教員、入試部および広報部の職員が密に連携す

る体制を構築し、訪問時には教員が専門的な学びについて、職員が入試制度や奨学金等に

ついての説明を担い、多角的にアピールしていくこととする。また、情報工学部が学生募

集において重視している DXハイスクールの採択校とのつながりを活かし、主要募集地域

である北信越 5県（石川、富山、福井、新潟、長野）の高等学校を中心に、情報工学部と

の差別化を図りながら、文理融合型の教育内容の周知に努めることとする。 

 

表 4 経済学部 入学志願状況の推移 

年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

入学定員（人） 180 180 250 250 230 

志願者（人） 834 691 473 536 784 

入学者（人） 206 224 178 225 262 

収容定員充足率 1.10 1.12 1.00 0.96 0.94 

 

学生募集において、本学が高校訪問と同様に重視しているのが、オープンキャンパスで

ある。オープンキャンパスは年間計 13回開催しており、本学の概要と入試制度や就職支

援の説明を行う全体説明会に加え、学科ごとの説明会と体験授業、さらに学食体験を含む

キャンパスツアーや個別相談会を実施している。 
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添付資料別紙 3によると、令和 6年度のオープンキャンパス参加者のうち受験対象者に

対する入学率は 32.6%、受験者に対する入学者の割合は 87.0%、令和 7年度の受験対象者

に対する入学率は 43.0％、受験者に対する入学者の割合は 80.4％、さらに令和 8年度に

おいても、受験対象者に対する入学率は 40.3%、受験者に対する入学者数の割合は 84.2%

となっている。参加した受験対象者のうち、3人に 1人は入学していることを鑑みると、

オープンキャンパスでの取組が受験生の入学意欲を高めるうえで有効に機能しており、こ

れらを通じて本学を第一志望とする強い意志を持つ層を確実に獲得できている。新学科に

おいても、入学者のニーズに合わせて柔軟に実施内容を検討しながら、オープンキャンパ

スの取組を継続するとともに、以前より実施しているオープンキャンパス参加者や資料請

求者への DM 発送に加え、SNSを活用した情報発信を継続的に行い、確実な入学者の獲得に

努める。 

（別紙 3 既設学科等の学生募集のための PR活動の過去の実績） 

 

 イ 新設組織における取組とその目標 

新設する経済学部経済情報学科では、経済学・経営学の理論とデータサイエンスの専門

知識及び IT スキルを基礎として、高校までの学びを大きく発展させた学問を修得する。

この専門性の高い学問に対する高校生の興味を喚起する方策の一つとして、オープンキャ

ンパスや高校への出前授業を継続的に実施していくこととしている。 

まず、現在の経済学部経済学科にある経済情報学専攻における実績から、在籍する学生

の学びや既に実施しているゼミ活動の取組などを伝え、すでにあるものの安定感をアピー

ルする。また、新たに設置する経済情報学科では今までの経済学部の学位の分野である

「経済学関係」に加え「工学関係」が含まれることで、社会に求められる文理融合型人材

を育てる AI・データサイエンスの実践スキルを修得できるカリキュラムであることを、文

系・理系双方の志願者に向けて打ち出す。さらに、就職実績として、経済学部の就職率が

2年連続 100％となっていることを提示し、保護者や高校教員に対して卒業後のキャリア

パスを明確に示すことができる。目標としては、前述のオープンキャンパスの実績データ

から、経済学部において参加者が年間 500名以上、学科単独の受験対象者を年間 150名以

上としたい。 

このように、従来のオープンキャンパス等による経済学部が既に持つ魅力の発信のみに

留まらず、本経済情報学科に内包される新しい魅力の創出への努力を重ね続けることで、

受験者層への訴求力をより高める学生募集に努める。 

 

 ウ 当該取組の実績の分析結果に基づく、新設組織での入学者の見込み数 

本学でのオープンキャンパスの取り組みは、令和 8年度以降も継続して実施する予定と

しており、経済情報学科における入学者の見込み数は、令和 9年度入試に向けた最新のオ

ープンキャンパス参加動向、および既設組織で培われた入学率等に基づき、以下の通り算
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出される。 

令和 9年度入試を対象とした直近のオープンキャンパス（令和 8年度実施、第 1回〜第

4回）において、経済学部の参加者数のうち受験対象者数はすでに 94名に達している。こ

の実績に基づき、例年通り年間 13回のオープンキャンパスを開催した場合、経済学部全

体での受験対象者の参加見込み数は単純計算でも 305.5名（1回平均 23.5名×13回）と

試算される。例年夏以降の開催時の参加者が最も多くなることから、参加者数はこの予測

より多くなる見込みである。既設組織における過去 3カ年のオープンキャンパス参加者の

入学率（うち入学者数/うち受験対象者数）は、令和 6年度入試で 32.6％、令和 7年度入

試で 43.0％、令和 8年度入試で 40.3％（平均 38.6％）であり、単純計算における参加者

数（うち受験対象者数）で予測した場合でも、オープンキャンパス参加者のうち約 118名

の入学者を確保できる計算となる。これを実際の入学者数と比較すると、「入学者数/うち

入学者数」の過去の 3か年の平均が 1.96 倍となることにより、令和 9年度には 231人の

入学生が見込めることがわかる。 

 

表 5 オープンキャンパス参加者数から見る入学者数の予測 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度

（見込み） 

オープンキャンパス参加者数

（人） 

507 459 471 354 

うち受験対象者数（人） 328 277 278 305 

うち入学者数（人） 107 119 112 118 

入学者数（人） 178 225 262 231 

入学者数/うち入学者数（％） 166％ 189％ 234％ 196％ 

 

本学経済学部（定員 230名）は令和 9年 4月より「経済学科（定員 95名）」「経営学科

（定員 95名）」「経済情報学科（定員 40名）」の 3学科体制へと移行するが、オープンキ

ャンパス等の学生募集の取り組みを通じて獲得が予測される約 231名の入学層は定員を満

たしており、夏以降のオープンキャンパスでさらなる受験希望者を取り込むことができれ

ば、新設の経済情報学科および既存 2学科において極めて安定した学生確保が可能である

と判断できる。 

さらに、前述した本学科の母体となる経済学科内の「経済情報専攻」の募集実績におい

て、当該専攻が独立した学科となる前の段階の令和 8年度において志願者数 150名入学者

39名を確保していることは、本学が掲げる「経済学・経営学とデータサイエンスの融合」

という教育内容が、地域の受験生から極めて高い支持を得ていることを示している。 

以上の通り、最新のオープンキャンパス参加動向から予測される年間 300名超の受験対
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象者層 と、既設組織が示している高い入学率、そして既設専攻における 150名の志願実

績を総合すれば、新設する経済情報学科において、令和 9年 4月の入学定員 40名を確実

に充足し、質の高い学生を確保することは十分に可能であると結論付けられる。 

 

 

 ②競合校の状況分析（立地条件、養成人材、教育内容と方法の類似性と定員充足状況） 

 ア 競合校の選定理由と新設組織との比較分析、優位性 

  経済情報学科と競合すると考えられる、石川県内の私立大学における経済・経営系学

科の入学状況は、資料 2に整理されている通りである。競合校の選定理由としては、本学

が所在する石川県内にある中規模の私立大学のうち、経済・経営系学科を有する私立大学

3校を選定したものである。学問分野については、金沢星稜大学経済学部及び北陸大学経

済経営学部は経済学関係、金沢工業大学情報デザイン学部は工学関係となっている。つま

り、経済学関係と工学関係を学問分野にもつ、名実を伴った文理融合を果たしている学科

は、石川県内で本学のみということになる。教育内容については、いずれの大学も、理論

を机の上で学ぶだけでなく、学んだ知識をベースに地域社会の課題や現代のビジネスシー

ンにおける問題を解決できる人材の育成を目指しており、文理の枠を超えた、データサイ

エンス・AIの基礎知識や活用方法をカリキュラムに取り入れるとともに、地元の企業や自

治体と連携したフィールドワーク等の実践的な授業を重視している。  

本学の強みとしては、文系の学びである経済や経営の仕組みを主軸に置きながら、ITを

ツールとしてだけでなく、プログラミングやシステム構築の技術そのものに深く踏み込

み、卒業後の進路としてシステムエンジニアやプログラマーといった IT専門職へのルー

トが開かれていること、また、文理融合のカリキュラムであることから、文系の生徒であ

っても、ゼロからしっかりプログラミングやデータ解析能力を身に付け、ビジネスの場で

即戦力となる IT 人材になれるような文系ベースのステップアップを重視したカリキュラ

ムとなっていることが挙げられる。 

学内には税務会計研究所を設置しており、簿記や税理士の試験の合格を目指す学生にと

っては学べる環境が整っているほか、スキルアッププログラムにおいては、現代ビジネス

において必要とされる情報・簿記・英語の 3領域で試験合格またはスコア取得を達成する

と奨学金が支給されることとなっている。 

就職支援については、「金沢学院キャリア（KGC）講座」を実施し、1年次から教養力を

培い、2年次からは公務員コースと民間コースに分かれて、より専門的な内容を学んでい

る。その他にも、WEB 試験対策の eラーニングシステム「KGドリル」や講師に個別に質問

できる「KG寺子屋」を設けて学生の進路に合わせたサポート体制が整っている。 

本学独自の奨学金制度「KG スカラシップ」では、入試の成績や高等学校における活動に

応じてランクを設け、最大で 4年間の学納金が全額給付される仕組みとなっている。毎年

学業成績等に応じて奨学生を選考しているため、ランクアップの可能性もある。 
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さらに、グループアドバイザー制度により、教員 1人に対し 10人程度の学生を受け持

つ仕組みがあり、教員と学生の距離が近く、きめ細やかな個別指導やサポートを受けられ

る教育環境が整っていることも本学の優位性として挙げられる。  

（資料 2 石川県における経済・経営系学部・学科の入学志願状況） 

 

 イ 競合校の入学志願動向等 

本学経済学部の入学志願状況については、開設当初より安定して入学者を獲得してい

る。以下の表によると、経済学科・経営学科ともに志願者数、入学者数の両方が増加傾向

にあることがわかる、定員充足率については、令和 6年度に経済情報学部の学生募集停止

に伴い、経済学科が 50名増、経営学科が 20名増としたこともあり、定員を満たすことが

できなかったが、令和 8年度には両学科ともに定員を満たすことができている。特に経営

学科については、ここ 2年で 120％を超える入学生を迎えており、今般定員を 5名増やし

たとしても、十分に定員を充足すると判断できる。 

 

表 6 本学経済学部の学科別入学志願状況 

金沢学院大学 

経済学部 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

経済学科 志願者数（人） 313 328 503 

入学者数（人） 112 112 141 

入学定員（人） 160 160 140 

入学定員充足率 0.70 0.70 1.01 

経営学科 志願者数（人） 160 208 281 

入学者数（人） 66 113 121 

入学定員（人） 90 90 90 

入学定員充足率 0.73 1.26 1.34 

 

 

また、経済学科について令和 7年度より設置した理論・政策分析/現代経済専攻及び経

済情報専攻の専攻別の入学志願状況によると、令和 7年度と 8年度では、経済情報専攻の

志願者が 60 名から 150名へと飛躍的に伸び、学科内の割合も 18％から 30％へと増えた。

これにより入学者数は、今般定員を設定した 40名に近い 39名の学生が学んでおり、新た

に学科として設置したのちも定員を充足することが予測できる。 
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表 7 経済学部経済学科の専攻別入学志願状況 

  令和 7 年度 令和 8 年度 

理論・政策分析/現代経済専攻 

（令和 7 年度は経済学専攻） 

志願者数（人） 268 353 

入学者数（人） 93 102 

経済情報専攻 

（令和 7 年度は経済情報学専攻） 

志願者数（人） 60 150 

入学者数（人） 19 39 

 

競合校の入学志願動向については、石川県の経済・経営系の学部・学科の入学志願状況

（資料 2）によると、金沢星稜大学経済学部は直近 3年間、経済学科および経営学科につ

いては定員の 1.1 倍から 1.3倍を超える入学者を安定して確保している。令和 6年度に新

設した地域システム学科においても初年度こそ入学定員を満たせなかったものの、令和 7

年度及び 8年度については、1.1倍を超える入学者を獲得できている。また、北陸大学経

済経営学部においても令和 6年度に新設した経済学科については入学定員を満たせていな

いものの、マネジメント学科については、1.2倍程度を安定して保っている。さらに、工

学系の金沢工業大学情報デザイン学部経営情報学科についても、令和 6年度に学部改組に

伴い落ち込んだものの、令和 7年度と 8年度は安定して入学者を獲得できている。同じく

北陸地方の福井県にある工学系の福井工業大学経営情報学部経営情報学科においては、令

和 6年度以降 1.1 倍を超える入学生を継続して確保できている。令和 6年度は石川県にと

って能登半島地震の影響は避けられないため、データとして入学者数が落ち込むのはやむ

を得ないと考える。令和 7年度以降について見れば、近隣の経済・経営系学部において、

新設した純粋な経済学科は新たに新規に学生を募集することが難しい一方、経営系もしく

は情報系学科については安定して確保できる見込みがあると考えられる。これより、今般

経済学部内にて経済学科の入学定員を 45名減とし、経営学科の入学定員を 5名増、新設

の経済情報学科の入学定員を 40 名とすることは極めて妥当であると判断できる。 

 

 ウ 新設組織において定員を充足できる根拠等（競合校定員未充足の場合のみ） 

   該当なし 

 エ 学生納付金等の金額設定の理由 

 経済学部経済学科及び経営学科の入学金および授業料等の学生納付金の額については、

学科設置時に全国および近隣地域における経済・経営系学部・学科の学費調査に基づいて

設定されており、入学金は 20万円、授業料は年間 73万円、教育充実費が初年度 27万

円、2～4年次 33 万円となっている。新設する経済情報学科についても、現存の経済学部

に設置することを踏まえ、経済学科、経営学科と同額の設定とする。  

他大学における経済・経営系学部の学費と比較しても平均的な水準にあり、教育内容や

提供する学修環境とのバランスから見ても、十分な妥当性を有すると考えられる。 

ー学生確保（本文）ー14ー



表 8 石川県内の経済・経営系学部学科を有する大学の学納金（年額） 

 入学金（円） 授業料（円） 

金沢星稜大学 

経済学部 

200,000 1,086,000 

金沢工業大学 

情報デザイン学部 

200,000 1,315,000 

（令和 9 年度より 1,395,000） 

北陸大学 

経済経営学部 

200,000 1,020,000 

 

 ③先行事例分析 

  該当なし 

 ④学生確保に関するアンケート調査 

高校 3年生を対象とした経済学部経済情報学科への進学希望調査は、高大連携のさらな

る強化および内部進学ニーズの確実な把握を目的として、本学の附属高等学校の 3年生に

対して金沢学院大学より依頼する形で実施し、合計 156人より回答が得られた。アンケー

ト調査は、経済学部経済情報学科のアドミッション・ポリシーと整合する生徒の受入実績

に基づき、全学的な協力を得て実施した。アンケートの回答フォームには、学部学科の名

称・養成する人材像・設置場所・学生納付金などを明示し、入学の意思を明確に確認でき

る設問とした。 

 具体的には、4年制大学進学希望者に対して、進学希望分野を「社会科学系（経済学、

経営学、社会学、法学、政治学など）」あるいは「情報系（データサイエンス、情報学、

コンピュータ、プログラミングなど）」から選んだものに対して、それぞれ本学の経済学

部経済情報学科への受験を希望し、かつ合格した場合に入学を希望するかを調査してい

る。 

 その結果、「社会科学系」あるいは「情報系」を進学先とした者の中で、本学経済学部

経済情報学科を受験し、合格した場合に「進学を希望する」と明確に回答した者は 21

人、さらに「進学先として検討する」と回答した潜在的ニーズ層は 11人であり、合わせ

て 32人の前向きな進学意向者が存在することがクロス集計の結果判明した。 

 この分析から進学希望分野別にクロス集計を行ったところ、以下の通りとなった。 

 

（１）「社会科学系」を進学先とした者：合格した場合に「進学を希望する」と回答した

者が 17人、「進学先として検討する」と回答した者が 6人。 

（２）「情報系」を進学先とした者：合格した場合に「進学を希望する」と回答した者が

4人、「進学先として検討する」と回答した者が 5人。 

 

本学経済学部経済情報学科の入学定員は 40名である。今回のアンケートは対象を本学
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の「附属高校の 3年生のみ」という限定された母集団に絞って実施したものであるにもか

かわらず、第一志望クラスの入学意思を持つ「進学を希望する」の層だけで 21人（定員

の 52.5%）を確保できている。ここに「検討層」の 11人を加え、さらに一般入試や公募推

薦入試などを通じて石川県内および近隣の富山県、福井県、新潟県等の外部高等学校へ広

く募集を展開することにより、入学定員を十分に満たす質の高い学生が確保できることを

示している。なお、本学経済学部経済情報学科では、外国人留学生を入学生として受け入

れる計画は立てていない。 

 また、新設学科における学生構成の多様性を検証するため、上記で進学意向を示した 32

人の男女別の内訳を算出した。その結果、（１）の社会科学系を志向する 23人のうち男性

が 15人、女性が 8人であった。また（２）の情報系を志向する 9人のうち、男性が 7

人、女性が 1人、無回答が 1人であった。 

 これらは、大学進学市場において比較的男子比率が高くなりやすい社会科学系・情報系

の新分野でありながら、特に社会科学系志向層を中心に一定数の女子学生（意向者 32人

中 8人）のニーズを確実に捉えていることを示しており、本学科が掲げる「文理融合の学

び」は、アドミッション・ポリシーと整合する多様な学生の確保が十分に可能であること

を裏付けている。 

（資料 5 金沢学院大学経済学部経済情報学科の設置に関するアンケート調査票） 

 

 ⑤人材需要に関するアンケート調査等 

経済学部では、個々人が高い生産性を発揮すると共に、労働・資本集約型の地域産業基

盤・社会基盤を知識集約型のものに変換していくことが益々重要になっている社会情勢の

もと、経済学を基盤とした論理的思考力を持ち、北陸地域の産業の知識集約化や高付加価

値化に貢献できる人材、新しい地域社会をデザインできる人材を養成している。そして、

教育研究上の目的を次のように設定している。地域の産業・社会の構造や実体を理解し変

革していくためデータの分析・解釈能力が重要となっている現在、基本的なデータ分析の

手法を基礎から学ぶとともに、経済理論・経営理論と実体経済や企業経営の現実とを架橋

するために、地域をフィールドとするゼミ活動や現実のデータ分析を積極的に行い、変化

への適応力と地域社会へ働きかける行動力を身につける。経済情報学科では、経済学・経

営学の理論と、AI社会の基盤となるデータサイエンスの専門知識を修得し、それらを融合

して社会課題の発見と革新的な解決を主導し、高度なデータ分析に基づき、グローバルな

視点と地域特性を活かした意思決定ができる人材を養成する。そして、経済・経営の基礎

理論と情報化が進展する現代社会の構造を論理的に理解できる力、データサイエンスの知

識と経済事象を科学的に分析・処理できる力、地域経済の現状を情報分析能力によって精

緻に把握し、持続可能な発展に向けた課題を抽出できる力、データの知見を倫理的に運用

し、地域ビジネスの中核として課題解決を主導できる行動力を身につけた人材の供給を教

育研究上の目的と定める。 
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我が国の産業界において、DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進は喫緊の課

題であり、総務省の調査によれば、日本企業が DXを進める上での最大の課題として「人

材不足」を挙げている企業は 53.1%に達しており、アメリカやドイツと比較しても圧倒的

に高い水準にある。経済産業省の試算では、2030年には先端 IT人材が約 54.5 万人不足す

ると予測されており、特に理数・デジタル的な素養を持つ人材の確保は国家的な課題とな

っている。本学科が養成を目指す「経済学・経営学の理論とデータサイエンスの専門知識

を兼ね備えた人材」は、まさにこの需給ギャップを埋める存在として、極めて高い社会需

要が見込まれている。 

日本経済団体連合会のアンケート結果によると、産業界が大卒者に特に期待する知識と

して、「文系・理系の枠を超えた知識・教養」が 84.7%と最も高く、次いで「専攻分野にお

ける基礎知識（75.8%）」、「数理・データサイエンス・AI・ITに関する専門知識（34.4%）」

が挙げられている。本学科は、学位の分野を「経済学関係」および「工学関係」とし、経

済・経営の基礎理論とデータサイエンスの実践的スキルを横断的に修得するカリキュラム

を構築しており、産業界が求める「文理の枠を超え、エビデンスベースの意思決定ができ

る人材」というニーズに応える計画となっている。 

本学経済学部の近年の就職状況は極めて堅調であり、令和 7年 3月卒および令和 8年 3

月卒の就職率は 100%を達成している。 既存の卒業生の業種別就職状況を見ると、製造業

（23%）や卸売業・小売業（41%）が大きな割合を占めており、これに金融業・保険業

（7%）や情報通信業（9%）が続いている。これらの業種は、現在デジタル化や DXの取り

組みが急速に進んでいる分野であり、本学科の卒業生が活躍できる土壌が既に本学の就職

基盤として強固に存在している。 

以上の通り、デジタル化が進展する現代社会の構造を論理的に理解し、高度な情報分析

能力によって地域ビジネスの課題解決を主導できる人材を養成する本計画は、客観的な人

材需給予測および本学のこれまでの高い就職実績の双方から、極めて高い妥当性と実効性

を有していると判断できる。 

（資料 6 経済学部の就職状況） 

（資料 7 経済学部 令和 8年 3月卒業生の業種別就職状況） 

 

（４）新設組織の定員設定の理由 

本学部は、令和 9年 4月より経済学部全体の入学定員 230名（収容定員 940名）を維持

しつつ、時代の要請に即した教育体制を構築するため、学科間の定員振替を伴う組織改編

を実施する。今般の経済学部経済学科、経営学科および経済情報学科の入学定員設定の合

理性については、以下のように考える。 

新設の経済情報学科の入学定員を 40名としたのは、既設の経済学科内の経済情報専攻

による志願者の増加と深刻なデジタル人材不足を背景として設定されている。前述したよ

うに既設の経済学科にはすでに経済情報学専攻を設けており、令和 8年度実績において、
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志願者数 150 名、入学者数 39名となっており、新設学科においても同程度の入学者数の

確保が予測される。さらに、専攻と異なり、新設の経済情報学科には経済学関係と工学関

係の融合という大きな強みを持っている。全国的な理系人材の不足という社会課題に対

し、文系ベースのプログラミング・データサイエンス教育を行う本学科への期待は極めて

高く、40名の定員充足は極めて確実性が高いと言える。 

経営学科が 90名の入学定員を 5名増加して 95名とするのは、安定した志願ニーズと高

い充足実績に基づいている。過去 5年間の平均入学定員充足率は 1.18 倍となっており、

令和 7年度は 113 名、令和 8年度は 121名と入学定員を 95名に増やしたとしても定員を

上回る学生を安定的に確保する見通しが十分できている。地域の主力産業である製造業や

卸売・小売業において、組織マネジメントや会計・財務の専門知識を持つ人材への需要は

依然として高く、本学科の就職率も極めて高い水準を維持しており、地域のニーズに応じ

た人材育成を目指すためにも経営学科の入学定員 95名の設定は妥当であると考える。 

経済学科が 140名から 95名に入学定員を減らすことは、経済情報学専攻の学科への独

立を考慮するとともに、既設の理論・政策分析専攻および現代経済専攻を希望する学生に

対し、経済学の理論的素養をしっかりと備えた意欲の高い学生を確保する体制へのシフト

につながる。また、令和 8年 5月 1日現在の収容定員充足率が 0.86である状況を踏まえ

ると、今回の組織改編において入学定員を 95名へ縮小することで適正な定員管理を行

い、学部全体の充足率を向上させることが可能となる。 

今回の定員設定は、需要が飽和している分野の定員をニーズの高い新分野へ振り分ける

戦略的な再編である。学部全体の収容定員を維持することで経営の安定性を担保しつつ、

経済・経営・経済情報の 3学科体制へと進化させることは、2040 年に向けた高等教育のグ

ランドデザインが求める規模の適正化と教育改革を実現するものであり、高い合理性を有

すると考える。 
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1 42.6%

2 14.1%

3 5.1%

4 4.9%

5 4.4%

100.0%

1 92.63% 88.66% 92.70%

2

1 102.70% 102.49% 105.56%

2 101.88% 99.39% 102.31%
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1.00 1.00 1.27 0.70 0.70 0.93
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